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　　　　　Thc　noticeable　point　ofThe　Hansl且n－Aw勾i　E餌hquake　is　enomous　damages　in　imer　ciΨ，especially　in　wooden　clustered

　　　houses　arca．
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　　　kind　of　earthquake　shock．（3　areas　had　a　shock　with　seismic　intensity　of　7，the　other　had　with　6）

　　　　　The　puΦose　of　this　study　is　making　fbllowing　points　clear．

　　　　　　LThe　factor　of　damagos　in　the　wooden　clustercd　houses　areas．（The　relationship　of　structure，aπangement，construction

　　　time　to　the　degree　of　danlages）
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　　　　　　　　　　　　the　damages　clustered　houses

　　　　　　　　　　　　阪神・淡路大震災，木造密集市街地，市街地被害，住宅被害

　1．研究の目的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る研究は多くない。本研究ではそのことを意識している勘。

　阪神・淡路大震災の特徴は，インナーシティーの被害，とりわけ　　　本研究の目的は，木造密集市街地を対象に，以下の点を明らかに

木造密集市街地での被害が大きかったことである。木造密集市街地　　することである。第1には，木造密集市街地の被害，とりわけ住宅

に立地する住宅は，老朽戸建住宅，長屋住宅，文化住宅・木造ア　　被書の要因分析を行うことである。地震被害は，地震動（震度，揺

パート由1等が多く，震度7の激震地域では，これらの住宅の多く　　れ）を基本に建物条件，地盤，市街塊の状況等が関係する。本論文

が全・半壊した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　では，建物・住宅条件，とりわけ構造，住宅形式，建築時期と被害

　今回の大震災では木造密集市街地の被害，住宅の被害を明らかに　　の関係について地震動の異なる4地区（震度7の3地区と震度6の

することが求められるが，その点が十分には解明されていない。建　　1地区）を対象に比較考察することで被害要因の國係を明らかにし

物被災度については，震災直後に都市計画学会，建築学会が共同し　　ようとする。第2には，こうした分析の前提ともなる地震前の木造

て明石市から尼崎市まで，一部大阪市までを棟単位で調査した。そ　　密集市街地の実悠を明らかにすることである。

れを都市住宅学会が戸数ベースに補強調査したものが最も詳しい

データである。住宅被害研究についての成果には，裾市住宅学会の　　　2．訓査対象地区の選定と調査の種類，方法

研究1），村上らの研究2》などがあるが，前者は被害戸数を全般的に把　　　2．1　対象地区の選定と特徴

握したものであり，後者は特定の地区での被害の建物要因分析を　　木造密桑市街地での被害を一般化するため，以下の4点を指標と

行っている。それ以外の研究では，木造住宅事例をとりだし被害・　　して調査対象を選定し比較分析を行う。選定に当たっての指標は，

破壌の詳細分析を行っているものが多い3〕。震災3年を経て岸本の　　①自害の大きさ，②専用的住宅地区か，工業・商業等との混在地区

被災住宅戸数の再考4，や三宅の13大都市の住宅被害予測の研究5，と　　かといった市街地の性格，③基盤整備の有無，④震災後土均区画整

いった研究も行われだしている。しかしながらいくつかの地区でか　　理事業や市街地再開発事業等の都市計画事業が行われている地区か

なりの数の住戸を対象にして市街地被害，住宅被害の要因を具体的　　そうでない白地区域か渕，という4点である。

に分析し，ある地区の特殊解でなく，一般化，客観化を図ろうとす　　　①芦屋市声道小学校区の北部分（以下，芦屋地区と略称）一一一住
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　　　　　　　・弐・二響燈、辞・隠婦震度準・捲薯・縦1蟹〆
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一1　調査地区と震度7地域

宅密集地区で北部分は基盤未整備である，酉部地区，中央地区とい　　査を行った。建物用途の内，併用・併存住宅柱4，については，更地に

う2つの復興土地区画整理事業が行われている。地区の形成は，明　　なったものも含めてヒヤリング調査で把握した。また，住宅形式に

治後半に開業した阪神電鉄駅周辺開発と芦屋川扇状地の邸宅建設に　　ついても更地等で把餐の困難なものはヒヤリングを行った。

始まる。大正期の立道村耕地整理事業は市街化の進行を速める契棲　　　②構造，階数一一一建っているものは目視調査，更地になったもの

となったが，地区の多くは戦後すぐの混乱期に市街化している。　　　はヒアリング調査で把握した。

　②神戸市長田区神楽小学校区（神楽地区と略称）一一一ケミカル　　　これらの建物用途，住宅形式，構造，階数把握の調査時期は，前

シューズ産業で代表される住工混在地区，100m街区単位では基盤　　述した集合住宅の被害戸数調査と同様1996年3月である。

整備されているが，街区内部は幅員3血程度の細街路である。対象　　　③建築時期一一一建築時期（老朽度）は，建物被害要因を明らかに

地区の西半分と東端部分が後興区画整理地区に指定されている。　　　するための最も重要な指標の1つである。私たちは，10余年間程度

　③神戸市長田区二葉小学校区（二葉地区と略称）一一一連担商店街　　毎の間隔（時期区分）で建築年度が把握できないかと考え，昭和

からなる六時混在地区で，100m街区単位では基盤整備されている。　　23，36，47，60年忌よび被災後という5時点について国土地理院

地区北東部は火災で焼失し，20haの大規模な再開発事業地区に指定　　が撮影した4地区の航空写真を購入し，各時点ごとに建物1棟つつ

された。これら長田区神楽地区，二葉地区は大正期の神戸西部耕地　　を照合することによって建築時期を把握する方法をとった柱5）。具体

整理事業によって市街化が進んだ。農業用水用に当初は溜池が残さ　　的には，例えば昭和47年の写真で田同等に新たに住宅が立地してお

れたが，予想を上回る市街化の進行でその多くが埋め立てられた。　　れば，36年～47年の建築時期であり，また昭和36年と47年の写真

　④神戸市須磨区西須磨小学校区の東部分（須磨地区と略称）一一　　で建物が異なっておれば36年～47年に建替えられたと判断した。

木造密集住宅地区で地区南東部の一部を除くと，基盤が未整備であ　　調査作業時期は1995年11～12月である。

る。地震後，地区の西部に3本の幹線道路計画が事業計画決定され　　　　（3）　本研究の分析の方法

た。第一次枇直心戦後から急速に市街化が進み，昭和初期までに多　　　本論文では，木造密集市街地建物および主要素である住宅の実白

くの民間借家が供給された。須磨地区は扇状地で傾斜地が多かった　　と被害を分析する。木造密集市街地の実態と被害を把握する方法は

ことと，既に市街化が進んでいたことから耕地整理は行われなかっ　　容易ではない。ここでは，非住宅を含む木造市街地の全建物を専用

た。その結果，細街路だけの無秩序な開発を許す結果となった。　　　住宅，併用・併存住宅，非住宅の別でとらえるという方法をとつ

　謂査対象地区と震度7地域の関係を示したのが図一1で、地区の　　た。また論文の中心となる住宅被害の分析については，住宅形式

概要を示したのが表一1である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（戸建，長屋，文化・木造アパート，マンション，公営・公団・社

　2．2　調査の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宅・温温）を墓本としている。図一2が本研究の分析の方法であ

　本論文で，使用している調査の種類と方法は次の通りである。　　　る。市街地建物は棟単位で，住宅は棟，戸数単位（戸数を主に）で

　（1）　建物被害調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とらえ，それぞれ建物用途，構造，階数，建築時期等との被害要因

　建物被害訓査については，日本都市計画学会，日本建築学会が震　　分析を行う浅6，。

災直後に合同で行ったデータを使っている。長屋等の集合住宅の被

害については棟単位での戸数を把握するため、震災1年後の1996　　　3．地震前の木造密集市街地の状況

年3月に独自に観察・聴き取り調査を行った。　　　　　　　　　　　　震災後の市街地建物・住宅被害や建物復旧状況といった時系列変

　（2）　被害分析のための震災以前の建物データ調査　　　　　　　化をみるためにも震災前の建物や市街地の状況を把握することが重

　震災以前の4塊区の調査対象建物は，8，223棟で，そのうち住宅　　要となる。また，より基礎的な問題として今回大きな被害を受け

は6，937棟，13，792戸である。　　　　　　　　　　　　　　　　　た木造密集市街地とは．どのような市街地だったのかを知る必要が

　①建物用途，住宅形式一一一住宅地図を基礎資料として現地観察調　　ある。そこで，震災前の市街地の状況を表わす指標として，①建物

　　　　表一1　4地区の概要　　　　　　　　　　　　　　　　用途・②建物構造・③階数・④建築時期をとり・各々・専用住宅・

　　　　　　　芦屋地区　　　神楽地区　　　二葉地区　　　須磨地区　　　　　●市街地建物　　棟単位　　　被害要因分析　　　●住宅（住宅形式）戸数単位
　　　積　　　　　　　64．2ha　　　　　　　36．5ha　　　　　　　27．6ha　　　　　　　54。8ha

全灘叢膿1（踏篠懸1；1塞（踏蟹懸　専用住宅　賑混在、　嚢鑑
差露数’器、鴇霊夢，鴇鵬轟（鴇鵬1髪1畿鴇　併用・併存住宅　髄（非木造化）　文化・ア・・一ト

合謝馬丁麟瀦麟写ζll麟灘1畿　 非住宅　　騰　　　マンシ・ン
　震災2年後　6160　（82婦　3640　（78．粥　7052　（8L6％）8161　（88．謝　　　　　　　　　　　　　　　建築時期（老朽　　　　公営・公団・社宅・寮

搬致讐購，i61轟、、鴇，i8尋鰐，　II謙膿署（7捌　　　　図一2本研究の分析方法
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併用・併存住宅と非住宅の別が分かるように集計した。これにより　　　表一2　地区別震災前の建物用途　　　　　　　　棟数（％）

木造密集市街地の性格．すなわち住宅専用なのか（混在率），木造　　　　　用　併用用言　併i差小計店舗エ場奪の社i套舘小計　計

特化なのか（木造率諜た腓木造率）・低肋のか（階数）・老　　住宅甜瑚削剥　　　他壌誇穿
朽度はどれぐらいなのか（建物建築年代），といった点を把握しよ　　　　（㌶嵩（謬（q戯4簡（2器（1粥（番甥（0島（4務（1器（α男（1講αll焉

うとした・そのうえで・木造鹸市醜の中心i・なる腕をとりだ　神栄（、器（、間，、島，、鴛講，、諾、澗、ぎ粥認（、溝（、湯（、書判、1構

して住宅形式別に戸数，棟数をみている。　　　　　　　　　　　　　当駅（需零＆器（0揚（2磐（擶（1認∂男（1器（2鴛（0駕（。鴛（1彗窒（1器器

　3．1　建物の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　須漕20591011011611033799　7　50　25　2醤32舞！9

　　3．1，1　建物用途　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5708．4061033114081228524即9322　皇5　6712器92鴛

　まず専用住宅，併用・併存住宅と非住宅の関係でみる。専用住宅　　　（2）建物階数

69％，併用・併存住宅15％，非住宅16％で非住宅が少ない。また　　　建物階数は「2階建」78％，　「平屋」12％，　「3階建」6％，

専用住宅以外の用途では店舗併用5％，店舗専用6％と店舘が多　　　「4・5階建」3％，　「6階建以上」1％という分布で，木造密集市街

い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地はほぼ2階建の建物で構成されている。

　地区別にみると，須磨地区が専用住宅80％と最も住宅地的な性格　　　専用住宅，併用・併存住宅，非住宅の別にみると，専用住宅で

がつよく，次いで芦屋，二葉地区である。こうした専用住宅中心の　　は，ほとんど（95％）が2階建までなのに比べ，併用・併存住宅，

3地区に対して，神楽地区は住工混在地区である。専用住宅（45％）　非住宅では3階建以上がそれぞれ20％，26％と相対的に多くなって

は少なく，併用・併存住宅（19％）や非住宅（36％）が多いこと　　いる．専用住宅について地区別に特徴をみると，須磨，芦屋の2地

が特徽である（表一2）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区では「2階建」が92％，89％と大半で，戸建住宅地の特微を示

　3．1．2　建物構造・階数　　　　　　　　　　　　　　　　　　している。神楽，二葉地区については「2階蓮」は70％，76％と他

　（1）建物構造　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の2地区より低く，逆にr平屋」が25％，20％と高い。これは，

　全建物でみると，木造が83％と大半を占める。とくに，専用住宅　　震災以前には平屋長屋が多かったためである（衷一4）。

（91％）ではほぼすべてが木造である。併用・併存住宅では木造率　　　　3．．1．3　建築時期

が71％まで，非住宅では56％まで下がる。それにかわって，非住　　　全建物でみると「昭和23年以前」24％，「昭和23～36年」28％，

宅では鉄筋コンクリート造（17％），鉄骨造（26％）が多くなる。　　　「昭和36～47年」18％とほぼ築25年以上が70％と老朽化が進ん

木造密集市街地といっても非木造化が一定程度進行していることが　　でいる。他方，昭和60年以降という新しい建物は5％しかない。専

わかる。地区別にみても当然木造が大部分であるが，工場の多い神　　用住宅，併用・併存住宅，非住宅別にみても，専用住宅では，芦

楽地区の非住宅では木造（44％）は少なく．鉄筋コンクリート造（20　　屋，神楽，二葉地区とも昭和36年以前の建物が多く，それぞれ61％，

％），鉄骨造（34％）が主体となっている（表一3）。　　　　　　79％，71％となる。須磨漁区は，昭和36年以前の建物は28％と少

　　　表一3　地区別震災前の構造　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乗数（％）

　　　　　　　専用住宅　　　　　　　用・　　宅　　　　　　　非住　　　　　　　　　　爵
　　　木造纏鉄肺そ・他不・小計糀艦鉄骨造そ・・不・小・木造撫鉄髄そ・・糊・漸木鰐瑠燃そ・他不・引

引量1228701133014141663ユ47302471964767403141590148227100ユ975　　　（86．8）　　（5．O�

神楽　　　　589　　　　17　　　34　　　　1　　　　1　　　642　　　182　　　27　　　50　　　　3　　　　0　　　262　　　227　　　102　　　176　　　　3　　　　3　　　511　　　998．　146　　　260　　　　7　　　　4　　1415

　　　（9L7）　　（2．6�

二葉　　　1489　　　　11　　　　90　　　　2　　　　　1　　　ユ593　　　295　　　　31　　　　56　　　　　0　　　　　0　　　　3B2　　　173　　　　58　　　　48　　　　　0　　　　0　　　　279　　1957　　　ユ00　　　194　　　　　2　　　　1　　2254

　　（93。5）　　（O．7

ヨ貝月唖　　　1895　　　　65　　　　98　　　　1　　　　0　　　2059　　　225　　　33　　　76　　　　2　　　　ユ　　　337　　　126　　　　17　　　38　　　　2　　　　0　　　183　　2246　　　115　　　212　　　　5　　　　1　　2579

　　（92．0）　　（3．2）�

　計520116333572570886812222981ユ2287222243299312876791．5098932468223　　（9L1）　　〈2．9）　　

　　　表一4　地区別震災前の建物階数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　棟数（％）

　　　　　　　専用　　宅　　　　　　　　　用・　存住宅　　　　　　　　　非　　　　　　　　　　　　　　　計
　　冊234’5§上不明小計平屋23畜5§。不明柑平屋23霞‘．§上棚枡斤量23罐奄上口・計
芦屋　　　　59　1260　　59　　31　　　5　　　0　　14工4　　　10　　180　　　26　　　27　　　4　　　0　　　247　　　47　　即　　　39　　　15　　　3　　　1　　　314　　1．16　1649　　124　　　73　　　12　　　1　　工975

　　（4．2）（89．1�

神楽　　　158　　447　　　20　　　12　　　4　　　1　　　642　　　35　　169　　　33　　　21　　　4　　　0　　　262　　　73　　261　　　88　　　77　　ユ0　　　2　　　511　　266　　877　　14ユ　　1工0　　　18　　　3　　1415

　　〔24．6）（69，6

二葉　　3ユ9　1211　　49　　10　　　2　　　2　　エ593　　48　　274　　39　　19　　　2　　　0　　382　　41　　166　　　62　　　3　　　7　　　0　　279　　408　1651　　150　　　32　　11　　　2　　2254
　　⑳．0）　（76�

須鰯F　　101　1884　　47　　　19　　　7　　　1　　2059　　　20　　246　　　38　　　20　　　12　　　1　　　337　　　34　　125　　　14　　　　9　　　1　　　0　　　183　　155　2255　　　99　　　48　　　20　　　2　　2579

　　（4．9）（91，5

計　　　637　4802　175　　72　　18　　　4　　5708　　113　　869　　136　　　87　　22　　　1　　1228　　195　　761　　203　　104　　21　　　3　　1287　　945　6432　　514　　263　　　61　　　8　　8223

　　（11．2）　（

　　表一5　地区別震災前の建物建築時期　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　棟数（％）

　　　　　　　専用宅　　　　用。存宅　　　非宅　　　　
計

　　23年23～　36～　47～　60年不明　小計　23年23～　36～　47～　60年　不明　小計　23年23～　36～　47～　60年　小計　23年23～　36～　47～　60年　不明　計
　　’　　　　　7　　　　　軸　　　　　　　　　’　．　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　’　　　　　　”
芦屋　　　1……7　　701　　308　　205　　　41　　　　2　　1414　　　15　　112　　　59　　　55　　　　6　　　　0　　　247　　　17　　159　　　70　　　56　　　12　　　314　　189　　972　　437　　316　　　59　　　　2　　1975

　　（11．1）（49洛）（21β）（14．5）　（2．9）　（0．1）（100』）　（6．工）（453）（239＞（22β）　（2．4）　　　　　（100．0）　（5．4）（50お）（223）（17溜）　（3．8）（100．0）　（9．6）（49．2）（22．1）（16．0）　（3。O）　（0．1）（100．0）

神楽　　58　449　　54　　70　　1ユ　　0　　642　　27　122　　32　　63　　18　　0　　262　　72　154　　92　147　　46　　511　157　725　178　280　　75　　0　1415
　　�

＝二葉　　　993　　144　　238　　162　　　56　　　　0　　1593　　244　　　22　　　52　　　48　　　15　　　　工　　　382　　154　　　13　　　82　　　23　　　　7　　　279　1391　　179　　372　　233　　　78　　　　1　　2254

　　（62．3）　（9．0）（14．9）（10．2）　（3．5）　　　　　（100．0）063．9）　（5。8）（13．6）（12惑）　（3．9）　（Q．3）（100．0）（552）　（4．7）（29！」）　（8。2）　（2．5）（100．0）0612）　（7．9）（16．5）（10B）　（3．5）　（0．0）に00エD

須磨224354382959137　32059　31　67　49148　4ユ　ユ　337　17　35　29　82　20　1832724564601189198　42579
　　（10．9

計　　　1432　1648　　982　1396　　245　　　　5　　5708　　317　　323　　192　　314　　　80　　　　2　　1228　　260　　361　　273　　308　　　85　　1287　2009　認32　1447　2018　　410　　　　7　　8223
　　（25�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一289一
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　　　二一6　地区別震災前の住宅形式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国全焼■全壊団半壊日小破ロ無傷ロ不明

　　　　　　　　棟数　　　　　戸数　　　　 眺　2眺　ω瓢　50覧　80髭　1㎝棟数
　　　　　　　　文化・マン　公営・公　　　　　　　　　　文化・マン　公営・公

　　　戸建長屋深㌢蟹曲面長屋画聖蟹計趨　　砿9　148……i…i廼：…ii睡4・97・
芦屋　　1438　　　35　　　78　　　99　　　　11　　1661　1438　　120　　363　　1276　　　181　　3378

　　　（86・6）（2・1）（47）（6・。）（。・7）100．0）（42．6）（3．6＞（10．7）（37．8）（54）100．0）　神楽珈　　　57．・　　1241i互15』4・14、6

神楽　　752　80　33　35　　5　905　752　227　180　567　290　2016
　　　（83．1）　（8．8）　（3．6）　（3．9）　　（0．6）100．0）（37．3）（113）　（8．9）（28．1）　（144）100．0）

二葉 C器、翻謬、、翫。3、18焉，溜，覇（、鶉，、謡、。鴛、翻二葉…2・・921・iiiiiiiiiiil：1委liiiiiiiil…灘

須慶　　1973　　189　　146　　　70　　　　18　　2396　1973　　480　　694　1153　　　785　　5086　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ

計（|（1雀留（魏（。壽1灘（暗晦繊‘器糊（1雛器須磨　趾…　　　iiiii…鱗iii・・2579
　　　（80．0＞（10．3）　（5．8）　（3．4）　　（0．5）　100．0）（403）（14．0）（12．3）（24．2）　　（9．3）100．0）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o・2

なく・　「昭和47～60年」が47％と相対的に多くて・建築時期が比　　　　　　　計　詔　　蝕。　　　　臨4　1i；ii薫魯：iiii；il　lo99229

較的新しい・この時期は・ミニ開発による狭小住宅が多く建てられ　　　　　　　　　　　図＿3　地区別にみた被災度　α1

た時期であり，須磨地区でもそうした住宅で被害が大きかった浅
・・．二葉駆は漣鮪期からわかるように蝋の長屋住宅が多く　　表一7建物騰からみた被娘　　棟数（％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全焼　　全壊　　半壊　　小破　　無傷　　不明　　　計
残っている地区である。併用・併存住宅，非住宅は，専用住宅と同　　　　　　　　　　195　2259　1422　1221　δ04　　7　57跨

じ傾向を示すが，若干建築時期が新しい（小一5）。　　　　　　　　　　併併　　　　（5器　医務　（21鷺　（20男　（11醤　（qる（1議お

　3．2　住宅の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚埋工場　　（5虜　（53箆　（17焉　（13醤　（9璃　　。（1一二

　震災前の住宅について，住宅形式別に戸数，烏紙でみる（面一　　　　暮宅その他　　12　113　72　83　31　　。　31ユ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住併存　 33 123　87　115　50　0　4086）。木造密集市街地といっても住宅は，出面（建物単位）でみる　　　　宅一篇一　　誓5　3i搦　　2瑠　　號　　1山鴫　　1　1豊墾

のと戸数（世帯単位）でみるのとではかなり状況がちがう。　　　　　　　　　　　　　　1沸　3鑛　　3鍔　24麦　11壽　　0碧　1鴨£

　虚数でみると，「戸建」80％が圧倒的に多く，以下「長屋」10％，　　　　　非　エ場　　　（20窮　＠ll露　（14沼　（10麗　　（6翌　　　1（1（鷲1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9．0）　　　（38．7）　　　〔ユ6．5）　　C24．4）　　　（11．1）　　　〔O．4）　　（100．O）

「文化・アパート」6％，「マンション」3％，「公営・公団・社　　　　　　その他　　　23　119　58　71　53　　0　324
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住（7．1）こ36．7）く17。9）（21．9）（16．4）（100．0）
宅・官等」0．5％の順である。　「戸建」が80％を占め，木造密集市　　　　　　獄鵠●　　o（10鴻　（14誇　（41駕　（33男　　o（ユoo藩

街地はまさに木造戸建住宅の市街地となる。しかし戸数でみると　　　　宅　倉庫，1　　　8　31　ユ4　　6　　5　　0　餌

「戸建」40％，　「長屋」14％，　「文化・アパート」12％，　「マン　　　　　　小計　　　163　5エ9　209　238　157　　1　1287

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　躍干　　　　　　　　433　　　3207　　　1921　　　ユ755　　　　898　　　　　9　　　8223
ション」24％，「公営・公団・社宅・寮等」9％となり，マンショ

ンを含む集合住宅の住戸が多くなる。　　　　　　　　　　　　　　区でも全・半壊が3／4という大きな被害となっている。これら3

　これを地区別でみると，芦屋，神楽地区は「戸建」についで「マ　　地区に比べると二葉地区での被害は相対的には小さい。

ンション」が多く，二葉地区は「戸建」「長屋」が多くなる。須磨　　　4。2　建物要因からみた被災度

地区は「戸建」を主にしながら「マンション」　「文化・アパート」　　　4．2．1　建物用途からみた被災度

「公営・公団・社宅・寮等」が混在している。　　　　　　　　　　　　　建物用途で被害をみると，専用住宅では，全壊（40％）が最も高

　このことから，二葉，神楽地区は，戸建とともに長屋が多い古い　　く，半壊（25％），小破（21％），無傷（11％）となる。併用・

都市型住宅地，芦屋地区は戸建の多い郊外型住宅地，須磨地区は，　　併存住宅，非住宅とも，専用住宅とほぼ同じ傾向を示す。ただ非住

文化・アパートも多く，芦屋地区と二葉・神楽地区の中間的な住宅　　宅については，半壊，小破が専用住宅と比べて少なく，全壊が多

地となっている。ただし，戸数でみるかぎり，二葉地区を除いた3　　い。とくに工場併用住宅で全壊（53％）が多いが，これはケミカル

地区とも，マンションで代表される集合住宅が増えており，戸建住　　工場の多い神楽地区での被害が大きかったためである（表一7）。

宅中心の木造密集住宅地が変化してきていることがわかる。　　　　　　4．2。2　構造別被災度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全建物で全壊率をみると，木造（44％），鉄骨造（22％），R

　4．木造密集市街地建物の被災度　　　　　　　　　　　　　　　C造（9％）となり，木造の被害が大きいことがわかる。半壊をあ

　木造密集市街地で，被害を拡大させた原因は，地震の大きさ（揺　　わせると木造の被害は68％となり，逆に鉄骨造，RC造の小破，無

れ）のほかに，建物条件も大きな要因と考えられる。ここでは，非　　傷という被害のない部分をあわせた，それぞれ55％，68％と比較

住宅を含めた全建物について，地区別に被災度をみたあと，建物要　　すると際だった対照をみせている。これを住宅，併用・併存住宅，

因として，建物用途，構造，建築時期との関係で被災度を分析す　　非住宅でみると，専用住宅では，木造の全壊が42％，鉄骨造17％と

る。被災度は，全焼，全壊，半壊，小破，無傷の5段階とする。　　　なる。併用・併存住宅では，全壊が木造44％，妖骨造18％と專用

　4．1　地区からみた被災度　　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅よりも高く，全壊，半壊をあわせてみても専用住宅より高い。

　建物全体で全壊率をみる（図一3）。芦屋地区55％，神楽地区58　　次に非住宅をみると全壊が木造54％，鉄骨造29％」，RC造13％

％．二葉地区19％，須磨地区34％である。半壊とあわせてみると，　　となり，RC造の被害が相対的に大きくなっている。これも神楽地

芦屋地区70％，神楽地区70％，二葉地区40％，須磨蒐区72％とな　　区の被害が大きいことが主な理由である（表一8）。

り，それに神楽地区，二葉地区では全焼の各13％，11％が加わる。　　　4．2．3　建築時期別被災度

被害の大きい順に，神楽地区，芦屋地区，須磨地区，二葉地区とな　　　建築時期と被災度の関係をみた結果が表一9である・全建物でみ

る。神楽，芦屋地区では過半数が全壊という大きな被害を，須磨地　　ると，昭和23年以降に建築された住宅では，全壊率で「昭和23～
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　　　　表一8　構造からみた被災度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　棟数（％）

　　　　　　　專用住宅　　　　　　　用・　存　宅　　　　　　　非伎宅　　　　　　　　　計
　　全焼　全壊　半壊　小破無傷不明　小計　全焼全壊　半壌　小破無督不明　小計　全焼　全壊　半壌　小破　無傷　不明　小計　全焼　全壊　半壊　小破　下田　不明　　計

木遭185218213321078418　652015738422115947　086897392122 79 32　07223392958工6751316497　6．679工
　　　（3．6）

鉄衝コン　　　　2　　　15　　　22　　　52　　　72　　　　0　　　ユ〔翼3　　　　9　　　　3　　　17　　　49　　　44　　　　0　　　122　　　41　　　29　　　27　　　70　　　57　　　　0　　　224　　　52　　　47　　　66　　17工　　173　　　　0　　　509

クリート造�

鉄骨造　　8　57　65　91　114　　0　335　　9　41　49　85　44　　1　229　25　94　58　87　65　　0　329　42　192　172　263　223　　1　893
　　　

その他　　0　　4　　3　　0　　0　　0　　7　　0　　1　　2　　3　　2　　0　　8　　0　　3　　1　　2　　3　　0　　9　　0　　8　　6　　5　　5　　0　　24
　　�

　計　　　195　2259　1422　1221　　604　　　　7　　5708　　　75　　429　　290　　296　　137　　　ユ　　ユ228　　163　　519　　209　　238　　157　　　　1　　1287　　4窺3　3207　192エ　ユ755　　898　　　9　　8223

　　　（3�

　　　　表一9　建築時期からみた被災度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　函数（％）

　　　　　　　尋用　　　　　　　　 用・　存　　　　　　　　非　宅　　　　　　　　　計
　　　全焼全墳　半壊　小破無傷不馴　小計　全焼全壊　半壊小破無傷不明　小計　全焼全壊　半壊小破無傷不明　小計　全焼　全鰻　半壌　小破　無傷　不明　　計
昭和23　　　94　　492　　308　　385　　153　　　　0　　1432　　　35　　102　　　85　　　70　　　25　　　　0　　　317　　　66　　　88．　　44　　　37　　　25　　　　0　　　259　　195　　682　　437　　492　　203　　　　0　　2008

年以前　（a6）（34．4）（21．5）（26．9）10．7）　　　（100．0）11．0）32．2）（26．8）　．1）（7．9）　　　（100．0）　5．5）34．O〕17．0）〔工43）（9．7）　　　（100．0）〔9．7）（34．0）（2L8）（24，5）（10．1）　　　（100．0）

昭和23　　　70　　938　　297　　228　　111　　　4　　1548　　　17　　191　　　60　　　40　　　工5　　　0　　　323　　　30　　231　　　42　　　38　　　19　　　1　　　361　　117　1360　　399　　306　　145　　　5　　2332

～36年（4．2）（56．9）（18．0）（13，8）（6．7）（0．2）＜100．0）（5．3）（59．1）（18．6）（12．勧　（4．6）　　　（100．0）（8．3）（64．O）（11．6＞（10，5）（5．3＞（0、3》（100，0）（5．O）（58，3）（17．1）（13．1）（6．2）（O，2）（100．O）

昭和36　17　377　303　203　82　　0　　982　　7　63　35　57　30　　0　　192　46　87　46　55　39　　0　272　　70　527　384　315　151　　0　1覗6

昭和47　　14　　428　　457　　334　　161　　　2　　1396　　14　　66　　86　　93　　　55　　　0　　　314　　　17　　　88　　64　　79　　60　　　0　　　309　　　45　　582　　607　　506　　276　　　2　　2019
～60年　　（1．0�

昭和60　　0　22　57　71　94　　1　245　　2　　7　23　36　12　　0　　80　　4　25　13　29　14　　0　　86　　6　　54　93　136　120　　1　411
年以降　　（0．0）�

　計　　　　195　2259　1422　1221　　604　　　　7　　5708　　　75　　429　　290　　296　　137　　　　1　　1228　　163　　519　　209　　238　　157　　　　1　　1287　　433　3207　1921　1755　　898　　　9　　8223

　　　�

　　注＝慧築時期が不明の7件は、表の内駅馬宇からは除外している．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表一10　住宅形式からみた被災度
36年」の58％から「昭和60年以降」の13％まで直線的に開確に相　　　　　　　　　棟　数　　　　　　　　　戸　数

関している。しかし「昭和23年以前」といっ最も古い時期について　　戸　　20021g姐3昭1193574　8獅22002エg41鋭11925741。5552

は次の時期のものより全壊率（34％）が小さい。これは，最も被害が　　　長崖　422791叫．1504g　o　71414372852g⑩81§6　。エg慾

少なか・た二葉駆で「昭和23年以前」の建物割合が多いこと（4　・…3・苧・・器！・・…・・…廃・棄・・1・。3・69・

地区で260戸に対して二葉地区が154戸、表一4参照）が原因してい　　　マンシ　　9　磁　30　瑛，67　0　2351244325921214977　。3339

る。専用住宅，併用・併存住宅，非住宅でみると，専用住宅では，　　公営●華墨2δ　おエ覇鰯36至　。100爺1器1謬1謝2揚（鎧2　。1誌罵

全壊率が「昭和23～36年」の57％，　「昭和36～47年」38％となり　　　　　3838g　．7）〔2エ£107。．1100．03g（304227）四．5）1＆4）〔o．1）（100．o）

全建物と同じ傾向を示している。併用・併存住宅も，同じ領向を示　　　木造の全壊率をみると，神楽地区が最もひどく，昭和47年以前の

すが，非住宅では「昭和60年以降」の新しい建物で，全壊（29％）　　建物では全壊率は8割をこえる。　「昭和47～60年」の建物でも過半

が高いのがめだっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数（54％）が全壊，9割以上（93％）が全・半壊で，　「60年以降」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ではじめて，全壊率（15％）が小さくなる。芦屋地区も神楽地区に

　5．住宅被害の実坪と構造　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついで被害が大きく，昭和47年以前の建物では過半数が全壊してい

　前章では，市街地建物について専用住宅，併用・併存住宅，非住　　る。須磨地区はこれら2地区よりは被害が小さいが，それでも「昭

宅でみてきたが，本章では被害の中心になる住宅について，住宅形　　和23年以前」では，全壊60％，昭和47年以前の建物では全・半壊要

式，構造，建築時期等との関係で住宅被害の実態を分析する。なお　　90％以上と被害は大きい。これら被害の大きい3地区では，建築年

市街地建物では，「全焼」を含めて分析してきたが，本章では，よ　　代が新しくなるのに比例して相対的に被害は小さくなっている。し

り被害実悠を明確にするため，建物の損壊度がわからない「全焼」　　かし，全・半壊率が小さく被害が少なくなるのは，昭和60年以降に

データを除外して分析する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　建築された住宅だけである．これら3地区に比べると震度6の二葉

　5．1　住宅形式からみた被害の実黛　　　　　　　　　　　　　　地区での被害はかなり小さい。昭和47年以前のもので，全摸率20％

　無数で掛襟率をみると「戸建」41％，「長屋」42％，　「文化・　　台，全・半壊率で半数程度である。また，二葉地区での揺れが小さ

アパート」44％，「マンション」20％，「公営・公団・社宅・寮等」　　かったためと思われるが，昭和47年より以前の各時期については，

26％となる。「文化・アパート」で全壊率が最も高いのは古い建物　　建築時期による被害の差はみられない。

が多いととによるものである。また，全壊，半壊あわせてみると　　　木造とは逆にRC造による被害は小さい。被害のあるのは，芦屋

「戸建」67％，　「長屋」70％，　「文化・アパート」71％と木造が　　地区（昭和23～36年，36～47年），神楽地区（昭和23年以前）．

大半を占める住宅形式に被害が集申している。一方，戸数でみると　　二葉地区（昭和36～47年），須磨地区（昭和23年～36年，36～47

「長屋」「文化・アパート」は棟数と同じ傾向を示すが「マンショ　年）といった古い住宅である・

ン」　「公営・公団・社宅・寮等」については被害が小さくなってい　　　鉄骨造の被害はその中間にある。全壊率でみると，神楽地区（43

る。これらの住宅タイプでは小規模棟の方が相対的に被害が旧き　　％），芦屋地区（34％）では類書が大きく，二葉，須磨地区は小さ

かったことがわかる（表一10）。　　　　　　　　　　　　　　　　い。また鉄骨造の被害は建築時期による傾向はみられず被害はバラ

　5．2　住宅被害の要因分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついている。このことから鉄骨造の被害は，第1には，地区差とし

　5．2．1　構造，建築時期からみた被災度　　　　　　　　　　　　て現われている地震動による揺れの違いであり，第2には，建築の

　被害の大半を木造が占めることが一連の分析でわかったことか　　古さよりも施工の良否等建築の質によるものと思われる。

ら，ここでは，木造住宅の被害をより明確に把握するため構造を　　　5．2．2　住宅形式・建築時期からみた木造住宅の被災度

ベースに地区別，建築時期別に被災度を分析する（図一4）。　　　　　本項では，被害の中心である木造住宅だけを対象にして，住宅形
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式をベースに地区別，建築時期別に被災度を分析する（図一5）。　　1，706戸に対して960戸）ためであり，このことを差し引いて考え

　住宅形式別の全壊率，全・半壊率をみると，文化・アパート（49　　ると被害は，長屋，戸建の順になる。

％。79％），長屋（42％，71％），戸建（44％，70％）であり，　　　次に地区別に木造住宅の被害を考察する。最も被害の大きい神楽

文化・アパートが最も被害が大きい。長屋と戸建は同程度にみえる　　塘区では，文化・アパート，長屋は，一部新しいものに半壊がみら

が，これは被害の少ない二葉地区で長屋の割合が大きい（4地区　　れるが，ほぼ全滅である。戸建住宅についても，昭和60年以前の住

　　　　　　　　　　　木　　　造　　　　　　　　　　　　　　　鉄　骨　造　　　　　　　　　　　　　鉄鏡コンクリート造　　　　　　　　　　　　　　　計

　　　　　　　　腸　四暢　咽瓢　伽　鵬　1ga蜀“船　　　鰯　瓢　40循　i煽　80鮨　loo5脚鋤　　　循　20聾　40噺　締　80循　隅5憐鋤　　　鰯　205　⑳5　60価　o得　100藷憐勲

　　　地

　　葉

　　培

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、二5，3

　　地

　　　　　　　　　　　　　　　　二二35」　　　　　　1L司

　　　　　　　　　　　　　　　　　7．7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　72　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，1．5

　　　注不明の13徽期＋から省いた　　　　　　　　　　　　　　　　　。側■鎖團圏鴨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔］繊　［コ縣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一4　構造・建築時期からみた被災度の地区比較
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宅ではいずれも全壊率71～85％，全・半壊率は9割とほぼ壊減状　　ら，建築時期に比例して被害は減少している。

鰹である。昭和60年以降の住宅だけで，全壊率（22％．件数は9件　　　須磨地区は，上紀2地区よりは被害は小さい。しかし昭和47年以

と少ないが）が小さい。芦屋地区でも古い文化・アパート，長屋は　　前の文化・アパート，長屋では，全壊で半数以上，全・半壊をあわ

一部半壊があるが，ほぼ全壊状態であ．る。戸建住宅についても被害　　せると90％と被害が大きい。戸建はそれよりは被害が少ないが，被

が大きいが「昭和23年以前」の全壌率82％という大きい被害か　　害が小さくなるのは，やはり「昭和60年以降」（全壊率11％）だけ

　　　　　　　　　　　　戸建て　　　　　　　長量　　　　　　刻ヒヴノ艦一ト　　　　　　　針

　　　　　　　　　嶋　20噺　舶5　師　8循　1ロ噂職　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　τ　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　3、34．‘4澄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　田工7　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　　駄処二5　　　　　　　　1”m．∬

　　　　昭和36～4祥　　　　　　　　　　11：i　”

　　　　　　　　　1工8　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　　　　　　　　　漁’i話。3　　　　　　　　z，　　　　　　　皿。6。・・　　　　　　　m・3

　　　　地

　　　　　注　不明1ユ件は、集計から除いた　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凡例■■■　全村匿圏翻　半壌

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［＝コ幟［コ無傷

　　　　　　　　　　図一5　木造住宅における住宅形式・建築時期からみた被災度の地区比較
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である。二秦地区については，被害が小さい。文化・アパート，長　　央値を建築年としたうえで，価値の償却比率におきかえた（昭和60

屋で1昭和23年以前」の被害の：方が相対的に小さい。その理由は，　　年以降，47～60年，36～47年，23～36年，23年以前，に建築した

二葉地区のなかでも最も被害の小さい甫部の駒ケ林で長屋や文化・　　ものが，各々0．075，0。258，0．458，0．658，0．833になる）。こ

アパートが多いからである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　のように仮定すれば意味のある要因間の数量関係としてグラフに表

　以上，住宅被害の実態を，構造，住宅形式，建築時期の関係で分　　すことができる。

宣してきたが，各地区共通して「文化・アパート」の被害が大きい　　　図一6が地区別構造別にみた建築時期と被災度の関係を示したも

こと，芦屋より揺れが小さかったと思われる神楽地区での被害の大　　のである。被害の大きい木造では，神楽地区での昭和47年以前建築

きさを考えると，粗悪な材料の使用等，住宅の低野性も被害に影響　　の0，8～0．9以上という壊滅に近い被害が目立っ。芦屋地区，須磨地

していると考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区でも被害は大きく，建築時期と被害の相年は0．9以上と高い。二

　5．3　住宅被害の要因関係の考察　　　　　　　　　　　　　　　　葉地区は，建築時期にかかわらず被害が小さく，被災度0．5以下の

　最後に前節で分析してきた住宅構造別の被災度，と被害の大き　　被害である。鉄筋コンクリートの被害は最も小さいが，須磨地区を

かった木造住宅についての住宅形式別の被災度の地区比較について　　除くと，建築時期と被害の関係はあまりみられない。鉄骨造も，被

被災要因関係の考察を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　害の小さい二葉地区を除くと建築時期との相関はみられない。しか

　考察のために，被災度と建築時期（老朽度）について次のように　　し，被害の大きい神楽地区，芦屋地区では昭和36～47年建築のも

仮定する。被災度は全壊を1．0，半壊を0．5，小破を0．．1，無傷を0　　のに被害が大きいのが特徴的である。

として建築時期ごとに被災度の平均で表した（すべて全壊なら1．0，　　　図一7は地区別住宅形武別にみた木造住宅の建築時期と被災度の

全く無傷なら0になる）。また建築時期（老朽度）については，建　　関係を示したものである。前述した木造住宅と同様の傾向がみられ

築年数の経過を価値の償却割合としてとらえ，新築時を償却0，終　　るがより明確である。神楽地区は長屋の被害ほぼ1．0をはじめ，新

局時（築60年）を償却1．0（100％）とした濫8，。この建築時期にっ　　しい建築時期のものを除くと壊滅である。芦屋地区では建築時期と

いては，本研究では，ある幅を持った期間としているので，その中　　被害の関係が明瞭で須磨も同じ傾向である。二葉地区は戸建て，長
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　　　　　　　　　　　　　図一7　地区別住宅形式別にみた木造住宅の建築時期と被災度の関係
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屋，文化住宅・アパートとも被害は小さい。　　　　　　　　　　　　文化・アパートといった今回大きな被害を受けた住宅タイプ等でも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全・半壊にならない場合も多いことが明らかになった。

　6．ま　と　め　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後の課題としては，戸建て住宅での間口狭小住宅での被害の閾

　本論文の分析で明らかになった点をまとめると以下のように要約　　題や方位（地震の揺れ方向）による被害の差があるのかといった点

できる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も検討していく必要がある榔，。最後に本調査には，当時の研究室

　　（1）木造密集市街地は，構造（木造率），用途（混在率），住　　の院生，学生をはじめ，学年をこえたボランティアによる多くの協

宅形式，建築時期（老朽度）といった建物・住宅の状況および基盤　　力があった。肥して感謝したい。

整備の状況によって引々なタイプに分かれる。今回対象とした4地

区は，①芦屋地区（戸建住宅が主でマンションも立地，一部基盤未　　　注：

整傭），②神楽地区（ケミカルシューズを中心とした住工混在地　　　注1）文化住宅・木造アパートは学術用語ではないが・関酋では・一般的

区，住宅は老朽長屋，街区内壁盤未整備），③二葉地区（連単商店　　に使用されているのでこの思語を使用する・文化住宅は出入口・設備専用の

街と老朽長屋からなる住商混在地区，街区内基盤未整罐，被害は相　　2室木賃住宅・木造アパートは出入ロ・田偏共用の1室木賃住宅である・

対的に小さい），④須磨地区（戸建住宅を主にマンション，長屋，　　　注2）本研究では・4地区の市街地建勅8・223棟・住宅13・792戸を対象に

文化ヴパートも立地，騒のほとんどカ・基蛛整㈲とい。た特一靴を図ることを制したが・今回の直門雌での被割ま局地性も強

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く，4地区各々のケーススタディになっていることも事婁である．
徴をもつ。これら4地区の震災前の市街地実態と震災被害の要因を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注3）震災後神戸市は，①土地区画整理事業や市街地再開発事業等の法定
比較分析することは，大都市の木造密集市街地の今後のあり：方に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都市計画事業区域（通称黒地区域），②住宅市街地総合藍僧事業や密集住宅
とって重要な知見を与えると考えられる・　　　　　　　　　　　　市街地整偏促進事業といった任意事業の重点復輿地域卵色地域），および

　　（2）震災前の木造密集市街勉はほぼ2階建てであった・市街地　　事実上の放置地域ともいえる震災復興促進区填伯地区誠）に3区分した．

の性格は住宅特化から住商や住工の混在市街地まで多様であるが，　　　注4）併用住宅は，戸建住宅（場合によっては長屋）の中で店舗，工場等

いずれの堵区とも非木造化が一定程度進行している。標数でみれば　　と住宅に使用（一住戸の中で）している住宅をいう．併存住宅とは，集合住

多くが戸建て住宅地であるが，戸数でみると集合住宅が混在する住　　宅（文化・アパート，マンション等）で，下階に唐門，工場等が入る，いわ

宅地へ変化している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆるげたばき住棟になっているものをいう．長屋については，住戸単位では

　　（3）地区別に市街地建物，住宅の被災度をみると，神楽，芦屋　　併用住宅に・闇闇単位では併存住宅になる。

地区の順で遇半数が全壊し，須磨地区でも全・半壊が70％以上と被　　　注5）国土地理院が撮影している年度は・昭和23年・30年・36年・42

害が大きい。それら被害の大きい3地区と比べると二葉街区では全　　年・47年・53年・60年である・そのうち10余年程度の時問間隔になるよう

壊が2割程度で相対的に被害が少ない。前者の3地区は震度7地　　考え・本諭文で使用している5時点を選定した・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注6）なお別院として，被災による更地化の進行と建駒，住宅の仮設・本
影，後者の1地区は震度6地域であり，当然震度の違いによる被害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設による再建状況をトレースし，どのような市街地が形成されっっあるの
の差は大きいが，震度7地域といっても被害にかなりの差があるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　か，居住者はどれだけ戻っているのかを明らかにする研究を準偏している。

と醐らかになった・　　　　　　　　　注，），二四住宅とは．、，。。。皿・未満。小繊な住宅地眺によ。て，

　　（4）地区の主体となる住宅の被害をみると・構造では木造で当　　敷地面積100m味満の小規模戸建住宅が建設されることをいう．

然被害が大きく・鉄筋コンクリいト造で小さい・しかし鉄骨造でも　　　注8）本日文の時期区分の昭和23年が築46年であり，昭和23年以前の住

かなりの被害があり，鉄骨造では昭和36～47年の建築時期のものに　　宅がかなり存在したことから，終局時期を60年とした．しかし，戦災時に多

被害が大きのが特徴である。また建築時期と被害は相関しているが　　くの被害を受けており，終局時期は50年の方が妥当かもしれない．

木造では昭和60年までに建築された住宅での被害は大きく，被害が　　　注9）本欄文は，安藤元夫「木造密集市街地の実態と住宅被害の構造」

小さくなるのは昭和60年以降建築された新しい住宅だけである。　　　1996年度日田建築学会大会（近畿）都市計画部門研究協議会資料に発表した

　　（5）住宅形式と被害の関係では，文化・アパートで最も被害が　　ものをベースにしながら再集乱再分析を行ったものである・

大きく，ついで長屋，戸建の順である。しかし三者の差はあまりな

くいずれも被害が大きい。それに比べ当然，非木造であるマンショ　　　診考文献：

ンの被害は相対的に小さい。マンションでは，小規模なものの方が　　　1）阪神。淡路大震災住宅復興問題研究部会WG「住宅被災戸数調査調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の概要と住宅被害の特操」都市住宅学，第14号，1996年6月．
被害が相対的に大きい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）村上雅英、田原賢，藤田宜紀，三沢文子「阪神・淡路大震災にみる在
　　（6）木造密集市街地の中心でありかつ被害の大きかった木造住
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　来本造都市型住宅の問題点」日本建築学会欝造目論文集，第481号，pp　71マ
宅の被害を住宅形式，建築時期，地区との相関で分析すると重要な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0，1996年3月．
被害実態が明らかになる。被害の大きかった神楽地区では・文化’　　　3）坂本　功監修r阪神大震災に見る木造住宅と地震』鹿島出版会，1997

アパート，長屋は，ほぼ全滅状悠である。戸建でも昭和60年建築よ　　年4月等．

り以前のものは・ほぼ全壊である。このことは東京・大弓のイン　　　4）岸本幸臣「被災住宅戸数と再建必要戸数の再考」r大震災3年半・住宅

ナーシティに大量に存在する低質木賃住宅地域等に直下型地震が襲　　復興の検証と際題』日本建築学会建築経済委員会住宅の地方性小委員会，

来した場合，震度のエリアでは大部分の住宅が全壊する恐れがある　　1gg8年g月．

ことを示しているといえよう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）三宅醇「13大都市における住宅被害の予測一神戸大震災の型別被害

　それに比べると．神楽地区の直ぐ近くに立垣する二葉地区の住宅　　想定から一」「大震災3年半・喀血復興の検証と際題』日本達築学会建築経

で被害の少ないのは対照的であり，震度6であれば老朽長屋住宅や　　済委員会住宅の地方性理委員会・1998年9月・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1998年6月10日原稿受理、1999年1月27臼採用決定）
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